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研究成果の概要（和文）：本研究では、企業内・企業間ネットワークがパフォーマンスに与える影響を分析した。（1
）R&Dのスピルオーバー効果は企業間の距離とともに減衰する。（2）私的･公的R&Dのスピルオーバーは1990年代後半以
降激減した。（3）取引関係によるR&Dのスピルオーバー効果は技術的・空間的スピルオーバー効果より強く、資本関係
がある場合より強化する。（4）日本の自動車産業において、複数組み立てメーカに納品する企業ほど生産性が高く、
その格差は拡大している。（5）部品のモジュール化は企業間関係の重要性を弱め、よりオープン化させる。（6）部分
所有子会社は完全子会社に比べR&Dを活発に行い、よりイノバティブである。

研究成果の概要（英文）：This study analyses the impact of inter-firm network on the firm performances, 
obtaining the empirical results as follows.
(1) The effect of R&D spillovers from other firms is attenuated by distance. (2) Spillovers from private 
and public R&D have remarkably declined since the late 1990s. (3) R&D spillovers through buyer-supplier 
relationship are greater than the technological and geographical R&D spillovers, and are magnified if 
they have business group ties. Spillovers from buyers and suppliers do not decay with distance. (4) 
Productivity differences between suppliers with single client and those with multiple clients have 
expanded in recent years. (5) Modularization in parts weakens the importance of inter-firm coordination 
in the automobile industry, enhances the openness of the buyer-supplier relationships, and increases the 
differentials between suppliers. (6) Subsidiaries with minority ownership in the business group are more 
innovative than the wholly owned.

研究分野： 経済政策、産業組織論

キーワード： 企業間ネットワーク　生産性　スピルオーバー　ビジネスグループ　R&D
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１．研究開始当初の背景 
（1）1990 年代以降の日本経済の長期低迷に

関しては多くの研究がなされ、その多くは労

働投入の減少と生産性成長の鈍化という結

論にたどりついている（たとえば、Hayashi 

and Prescott (2002)、金・深尾・牧野（2010）

など）。また、経済の生産性成長の低迷は企

業内の生産性成長の低迷に起因することも

明らかになっている（たとえば、Fukao, Kim, 

and Kwon (2008)）。しかし、企業の生産性成

長が一律に失速したわけではなかった。金・

深尾・牧野（2010）の「失われた 20 年」に

関する研究によれば、大企業や大規模な事業

所は、1990 年代以降でも生産性成長に失速は

見られない。また、Kwon, Kim, and Fukao 

(2009)は、日本企業の研究開発（R&D）の収

益率に関する分析の中で、研究開発の収益率

が 1990 年代前半若干下がるものの、その程

度は小さく、1990 年代後半にはすでに回復し

ていることを明らかにしている。日本の研究

開発は殆ど上場企業によって行われている

ので、大企業は R&D 投資から十分な収益を

得ていたことになる。これらは、成長の低迷

の殆どが中小企業に集中していることを示

唆する。この問題を説明できる重要な仮説の

一つが企業ネットワークの貧弱化である。 

 

（2）日本企業は伝統的に、企業内ないし企

業間の強いネットワークによって結ばれ、支

えられてきた。資本関係や取引関係によって

形成された企業ネットワークは、技術進歩や

イノベーションの波及チャンネルとして重

要な役割を果たしてきたと思われる（たとえ

ば、権・金（2010）、Fukao, Ikeuchi, Kim, and 

Kwon (2011)など）。しかし、1990 年代以降、

このチャンネルに異変が起こる。前述のよう

に生産拠点の海外移転は国内企業ネットワ

ークの断絶をもたらした。企業間で長期的な

取引関係の代わりに、マーケットから調達す

ることによって企業間ネットワークは貧弱

になった。これらのことは、大企業から中小

企業へのスピルオーバー（技術や知識が所有

者以外に溢れ出て他社に便益をもたらすこ

と）のチャンネルを弱くする可能性が高い。

Kim and Kwon (2011)の研究によれば、企業パ

フォーマンスの企業間相関が 1990 年代以降

減少傾向にある。これは、一つの企業に起き

たイノベーションが他の企業に波及し難く

なっていることを示唆する。 
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２．研究の目的 
（1）本研究では、第一ステップとして日本

企業の企業内・企業間ネットワークを広範囲

で体系的に捉えられるデータ・ベースを作る

ことを目指す。企業間の取引関係、資本関係、

地理的近接性、技術的類似性などを把握でき、

企業パフォーマンスとの関係を分析できる

データ・ベースを構築する。 

 

（2）企業の様々なパフォーマンスのデー

タ・ベースを接続して、企業ネットワークが

もたらす経済効果を計量分析手法によって

分析する。この研究によって企業のパフォー

マンスにおけるネットワークの役割のほか

に、日本の経済成長における企業ネットワー

クの貢献を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
（1）分析のためのデータ・ベースは大きく

二つ作られる。第一として、製造業事業所を

長期にわたって調査している「工業統計調

査」を中心に、企業の R&D 活動に関するデ

ータ、地理的立地に関するデータ、取引関係

データ、資本関係データなどをつなぐ。これ

によって、企業の R&D 活動が他企業の生産

性にどのように影響を与えるかを分析する。

また、生産性成長への貢献を分析する。さら

に、公的 R&D などのデータをつなぐことに

よって、私的 R&D だけでなく、公的 R&D の

効果をも分析する。 

 

（2）分析のために構築される二つ目のデー

タは、自動車産業を中心とする取引データで

ある。自動車産業は国内組み立てメーカーと

部品製造企業の取引が産業全体の取引の殆

どを占め、長期にわたって安定的な関係を維

持している。また、日本経済における重要性

の面でも非常に重要な産業である。当産業に

おける取引関係データを長期にわたって入

力し、このデータを部品メーカーのパフォー

マンスデータにつなげることによって、企業

パフォーマンスへの影響を分析する。 
 
４．研究成果 

（1）① 池内他（2013a）：『工業統計調査』や

『科学技術研究調査』のミクロデータを接合

し、地域経済学の視点から行った研究によっ

て、1995 年以降、東京、大阪、神奈川など製

造業の集積地で大きな負の退出効果が生じ

たことが分かった。また、ある企業の工場が

他企業の R&D から受けるスピルオーバー効

果は、他企業の工場との距離が遠いほど減衰

すること、産業集積地における R&D 集約的

な企業の工場閉鎖が 1990 年代後半以降スピ

ルオーバー効果を著しく弱めたことが分か

った。産業集積地における R&D 集約的な企

業の工場閉鎖が、負の退出効果と中小工場に

おける TFP 上昇の低迷を同時にもたらした

ことになる。他に、1990 年代後半以降、大学

以外の公的機関の R&D が減少したことによ

り、公的 R&D から日本の製造業へのスピル

オーバー効果が低下した可能性が高いこと

も分かった。 

図 1：日本の製造業全体の TFP 上昇率（存続企業

のみ）の要因分解（年率、％ポイント） 

 

 

（2）② Belderbos 他（2013）：企業間の R&D

スピルオーバーに加え、公的 R&D のスピル

オーバーが民間企業の生産性に与える効果

について分析を行うとともに、R&D スピルオ

ーバーがどのような経路を通じて起きるの



かについて、技術的近接性・地理的近接性・

関係的近接性（取引関係・資本関係）の 3 つ

の概念に注目して行った分析の結果として、

工場の生産性は自社の R&D ストックのみな

らず、技術的・地理的に近接する他社の R&D

から影響を受けており、さらに技術的に関連

する分野における大学及び公的研究機関の

R&D も工場の生産性に影響を与えているこ

とが明らかとなった。特に、大学・公的研究

機関の R&D の工場の生産性への影響は企業

自身が R&D を積極的に行っている場合はよ

り大きくなる。また、取引関係と資本関係が

企業間の R&D スピルオーバー効果を強める

ことがわかった。 

 

（3）③ Ikeuchi, et al.(2015)：企業の個々の供

給企業と顧客企業が識別できるユニークな

データを、『工業統計調査』および『科学技

術研究調査』に接合したデータを用いて、日

本の製造業における取引関係を通じた R&D

スピルオーバー効果の分析を行った結果、顧

客企業や供給企業の R&D ストックは企業の

工場レベルの生産性を高める効果を持ち、そ

の効果は技術的な近接性や地理的な近接性

による R&D スピルオーバー効果に比べて大

きいこと、この効果は取引先企業との間に資

本関係がある時、さらに大きくなることが分

かった。また、技術的な近接性に基づく R&D

スピルオーバー効果は地理的な距離が遠く

なると次第に小さくなるが、取引先からのス

ピルオーバーの場合は地理的な距離の影響

を受けないこともわかった。これらの結果は、

取引関係に基づくスピルオーバーが R&D の

生産性に対する効果や R&D の社会的なリタ

ーンの大きさを決める重要な要素となって

いる可能性を示唆している。 

 

（4）④ 池内他（2015）：国内の自動車完成

車メーカーと部品メーカーとの取引部品や

財務情報などの時系列データを用いて、自動

車産業における取引関係の変化とその自動

車部品メーカーの行動・パフォーマンスへの

影響について分析した結果、日本の自動車産

業では取引関係のオープン化が進展してお

り、同時に部品メーカーのうち、2 社以上の

多くの完成車メーカーに部品を納入してい

る企業と 1 社のみと取引を行っている企業と

の間の生産性格差が拡大していることがわ

かった。また、部品メーカーの費用関数を推

計することによって、納入先完成車メーカー

の数が増えるほど生産効率が低下する傾向

があるが、そのような納入先完成車メーカー

数の生産効率への負の効果は時間を通じて

弱まっていることが明らかとなった。さらに、

多くの完成車メーカーと取引関係を持つ部

品メーカーとそうでない部品メーカーの違

いを分析したところ、企業規模や外資比率と

いった構造的な要因のみでなく、R&D 活動へ

の取り組みや輸出比率などの企業行動、さら

には生産性や利益率、生存確率などの経営成

果に統計的に有意な違いが見られることも

わかった。これらの分析結果は、モジュラー

化や標準化、共通化などの技術的変化の進展

により、部品間の「すり合わせ」の重要性が

低下したことが、取引関係のオープン化をも

たらし、さらにはオープン化に移行した企業

とそうでない企業との格差が拡大した可能

性を示している。 

図 2：取引先完成車メーカー数別自動車部品メー

カーの TFP 指数（対数） 

 

出所：『工業統計調査』と『納入マトリックス』の

接合データ 

注）自動車部品製造業に属する工場の全要素生産

性（TFP）の平均値。完成車メーカーとの 



取引がない企業の工場のTFPの1988年における平

均値を基準とした指数。 

 

（5）⑤ 金・長岡（2012）、⑥ 長岡・金（2013）：

日本の企業グループの所有構造、R&D 活動、

特許、生産性などの関係を分析した結果、近

年の連結納税などの制度変更により、完全子

会社が増えていることが分かった。しかし、

少数株主が存在する部分所有子会社が完全

子会社に比べ、R&D 活動を活発に行い、より

多くの特許を持っていることが分かった。さ

らに、部分所有子会社が完全子会社化される

場合、R&D 活動は有意に減ることも確認でき

た。これは、企業グループにおいて、部分所

有子会社のイノベーションへの貢献が大き

いことと、近年の完全子会社化が企業グルー

プのイノベーション力を低下させる可能性

を示唆する。 
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